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簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示

(建築のためのサービスその他の技術的サービス（建設工事を除く）)

次のとおり技術提案書の提出を招請します。

令和４年７月11日

分任支出負担行為担当官

酒田港湾事務所長 藤原 弘道

１．業務概要

（１）業務名 酒田港みなとカメラ検討業務（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）

（２）業務内容

本業務は、老朽化した酒田港のみなとカメラの入替えを行うため、みなとカメラの配置、

通信回線・経路、画像伝送設備並びにカメラ機器仕様、付帯設備、維持管理及び既存のカ

メラ、回線、画像伝送設備、付帯設備等撤去の検討を行うものである。

主な業務は、以下のとおりである。

・みなとカメラの仕様などに関する検討

（３）履行期間

契約締結日から令和５年２月17日までとする。

（４）「若手技術者登用促進型」試行業務

本業務は、４０歳未満（業務の公示日が含まれる年度の当初（４月１日）において）

の管理技術者を定期的に指導する経験豊富な技術者（以下、技術指導者）を担当技術者

として配置できる「若手技術者登用促進型」の試行業務である。なお、技術指導者の配

置については、参加表明書の提出者が選択できるものとする。

（５）本業務は、資料の提出、入札等を電子入札システムにより行う対象業務である。た

だし、電子入札システムによりがたい者は、発注者の承諾を得た場合に限り紙入札方

式に代えることができる。

（６）本業務は、契約手続きにかかる書類の授受を、原則として電子契約システムで行う対

象業務である。なお、電子契約システムによりがたい場合は、発注者の承諾を得て紙方

式に代えるものとする。

２．参加資格要件

技術提案書の提出者は、（１）に掲げる資格を満たしている単体企業又は（２）に掲げる

資格を満たしている設計共同体であること。

（１）単体企業

１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該

当しない者であること。

２）東北地方整備局（港湾空港関係）における令和３・４年度「建設コンサルタント等」
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業務に係る一般競争（指名競争）参加資格Ａ等級の決定を受けていること（会社更生法

（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者につい

ては、手続開始の決定後、東北地方整備局副局長が別に定める手続に基づく一般競争（指

名競争）参加資格の再決定を受けていること。）。当該資格の決定を受けていない者も

参加表明書を提出することができるが、その者が技術提案書の提出者として選定され

た場合であっても、技術提案書を提出するためには、技術提案書の提出時において、

当該資格の決定を受けていなければならない。

３）会社更生法に基づき更生手続きの申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続き開始の申立てがなされている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定がな

された者を除く。）でないこと。

４）参加表明書の提出期限の日から開札時までの期間に、東北地方整備局から、「地方整

備局(港湾空港関係)所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」（昭和５９年３

月３１日港管第９２７号）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。

５）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれらに準ず

るものとして、国土交通省が行う公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継

続している者でないこと。

（２）設計共同体

上記（１）に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業

務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格に関する公示」（令和４年７月1

1日）付け東北地方整備局副局長）に示すところにより、東北地方整備局副局長から「酒

田港みなとカメラ検討業務」に係る設計共同体として競争参加の資格（以下「設計共同体

としての資格」という。）の決定を受けている者であること。

また、上記に掲げる設計共同体としての資格の決定を受けていない者も参加表明書を提

出することができるが、その者が技術提案書の提出者として選定された場合であっても、

技術提案書を提出するためには、技術提案書の提出時において、当該資格の決定を受けて

いなければならない。

（３）業務参加者間の公平性

本業務に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。

① 資本関係

次のいずれかに該当する二者の場合。

（イ）子会社等（会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号の２に規定する子会社

等をいう。以下同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定による親会社等をい

う。以下同じ。）の関係にある場合

（ロ）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合

② 人的関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、（イ）については、会社等（会社

法施行規則（平成18年法務省令第12号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。

以下同じ。）の一方が民事再生法（平成11年法律第225号）第２条第４項に規定する

再生手続きが存続中の会社等又は更生会社（会社更生法（平成14年法律第154号）第
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２条第７項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。

（イ）一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のう

ち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねてい

る場合。

１）株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。

（ⅰ）会社法第２条第11号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等

委員である取締役

（ⅱ）会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役

（ⅲ）会社法第２条第15号に規定する社外取締役

（ⅳ）会社法第348条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務

を執行しないこととされている取締役

２）会社法第402条に規定する指名委員会等設置会社の執行役

３）会社法第575条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社

をいう。）の社員（同法第590条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合

により業務を執行しないこととされている社員を除く。）

４）組合の理事

５）その他業務を執行する者であって、１）から４）までに掲げる者に準ずる者

（ロ）一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第64条第２項又は会社更生

法第67条第１項の規定により選任された管財人（以下単に「管財人」という。）

を現に兼ねている場合。

（ハ）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合

③ その他入札の適正さが阻害されると認められた場合。

組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合その他

上記①又は②と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合。

３．技術提案書の提出者を選定するための基準

（１）参加表明者の経験及び能力

当該部門の建設コンサルタント登録、同種業務の実績、業務成績、優良業務表彰の有無、

事故及び不誠実な行為の有無

（２）配置予定管理技術者（又は配置予定技術指導者）の経験及び能力

配置予定管理技術者の資格、配置予定管理技術者（又は配置予定技術指導者）の同種業

務の実績、業務成績、優良表彰の有無

（３）当該業務の実施体制（再委託又は技術協力の予定を含む）

４．技術提案書を特定するための評価基準

（１）配置予定管理技術者（又は配置予定技術指導者）の経験及び能力

配置予定管理技術者の資格、配置予定管理技術者（又は配置予定技術指導者）の同種業

務の実績、業務成績、優良表彰の有無

（２）業務実施方針及び実施フロー等

業務の理解度、実施手順の妥当性
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（３）特定テーマに対する技術提案

提案内容の的確性、実現性

５．手続等

（１）担当部局

〒９９８－００６１ 山形県酒田市光ヶ丘５－２０－１７

東北地方整備局 酒田港湾事務所 品質管理課 品質管理係

電話 ０２３４－３３－６３１２

（２）説明書の配付期間、配付場所及び配付方法

配付期間：表－１のとおり入札説明書を入札情報サービス（https://www.pas.ysk.

nilim.go.jp/）より配付する。ただし、書面による配付を希望する場

合は、あらかじめその旨を上記（１）の担当部局へ申し込みを行った

上で、上記の期間に（１）の担当部局にて無償で配付する。

（３）参加表明書の提出方法、提出場所及び提出期限

提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た

場合は、持参により提出、郵送（書留郵便等の配達の記録が残るもの

に限る）又は託送（書留郵便と同等のものに限る）によること。また

返信用封筒として、宛先を明記の上、簡易書留料金分を加えた所定の

料金（４０４円）に相当する切手を貼って参加表明書と併せて提出す

ること。

提出場所：持参、郵送又は託送による場合は、上記（１）に同じ。

提出期限：表－１のとおり。

（４）技術提案書の提出者の選定通知

表－１に示す期限までに、電子入札システムにより通知する。ただし、発注者の承諾

を得た参加者に対しては、書面により通知する。

（５）技術提案書の提出方法、提出場所及び提出期限

提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た

場合は、持参、郵送又は託送により提出すること。

提出場所：持参、郵送又は託送による場合は、上記（１）に同じ。

提出期限：表－１のとおり。

（６）ヒアリングの実施時期等

実施時期：表－１のとおりを予定。

実施場所：web会議による

ただし、実施方法の変更やヒアリングの省略等を行う場合がある。

６．その他

（１）手続において使用する言語及び通貨：日本語及び日本国通貨に限る。

（２）契約保証金：免除

（３）参加表明書及び技術提案書の無効
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提出書類について、この書面及び様式に示された条件に適合しない場合は無効とする

ことがある。

（４）手続きにおける交渉の有無：無

（５）契約書作成の要否：要

（６）関連情報を入手するための照会窓口：５．（１）に同じ。

（７）詳細は説明書による。
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表－１

説明書及び特記仕様書の配布 令和４年７月11日(月)から令和４年８月９

期間 日(火)までの9時00分から16時00分まで

(土曜日、日曜日及び祝日を除く)

参加表明書の提出期限 令和４年７月19日（火）16時00分

技術提案書の提出者の選定通知 令和４年７月27日（水）を予定

技術提案書の提出期限 令和４年８月10日（水）16時00分

ヒアリングの実施時期 令和４年８月18日(木)から令和４年８月19

日(金)を予定


